
  

第2部    各 論
5    労使関係
(1)    概 観

37年には,景気調整下にもかかわらず雇用はなお堅調に推移し,労働市場の基調も前年と変らなかったこと
などにより,労働組合員数の増加は前年には及ばなかったもののひきつづきかなり大幅で,雇用労働者中に
しめる組織労働者の割合(推定組織率)もほぼ前年と保合であった。労働運動の面においては,前年につづ
き,経済闘争重視の傾向がーそう押し進められ,賃金その他の経済的要求をめぐる争議が活発に展開され
た。なかでも春季賃金闘争は景気調整下にもかかわらず前年を上回る規模で行なわれた。一方,引き続く
技術革新や,エネルギー革命のなかで合理化反対をめぐる争議もかなり活発に行なわれ,とくに炭労の石炭
政策転換闘争は,年間を通じ注目の的となった。このほか,時間短縮をめぐる海員組合の争議で10日間の停
船ストが行なわれたことや,安定賃金をめぐる新日本窒素水俣工場の争議で労使が激しく対立したまま越
年したことなど注目すべき動きがみられた。

なお,37年の争議を争議統計によってみると,企業整備に対する解雇反釘争議が増加し,また,年末一時金争
議が低調に終るなど,景気調整の影響が労働争議の面にあらわれた。しかし,過去の調整期と比較すると,消
極的要求をかゝげる争議の増加がわずかであった反面,中小企業を中心として賃金増額要求争議が増加す
るなど,好況下の影響がなお残存したことが,今回の調整期における争議の特徴であった。

以下37年の労働組合組織ならびに労働争議の現状をのべ,あわせて長期的にみた位置づけにふれてみよ
う。
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第2部    各 論
5    労使関係
(2)    労働組合組織の動向
1)    労働組合員数の動き

37年6月末現在の労働組合数は47,812組合,組合員数は897万人で,前年と比べると,組合数で2,716組合(6.0%),組合員数
で61万1千人(7.3%)の増加となった。これを前年の3,535組合(8.5%)増および69万8千人(9.1%)増に比べると若干及ば
なかったが,35年の年間増加数よりは大幅であり,35年以降3カ年間にわたり顕著な増勢が持続している。この組合員数
の増加率は同じ期間の雇用労働者の増加率とほぼ見合つていたため,推定組織率は前年と保合の36.2%となった( 第5-1
表 , 第5-1図 )。

第5-1表 労働組合数および組合員数の推移

組合員数の増加の内容を単位労働組合についで要因別にみると,まず既設組合内において増加した組合員数は60万4千
人で,前年の増加数よりさらに5万7千人(10.4%増)上回った。一方減少した組合員数はほぼ前年なみの24万人にとど
まったため既設組合における組合員数の純増は36万2千人と前年をさらに上回っている。つぎに,組合の新設による組
合員数の増加はほぼ前年なみであったのに対し,組合の解散による組合員数の減少が前年より約5万人ふえたため新設,
解散の差による増加分は20万1千人となった。このため,増加組合員数のなかにしめる既設組合における増加組合員数
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の割合は一段と高まって57.5%どなっている( 第5-1図 )。

第5-1図 要因別増加組合員数および推定組織率の推移

既設組合における組合員数の増加のうち84.8%は雇用の増加にもとづくもので,この比率は前年よりさらに4.3ポイント
の上昇がみられた。しかし,組合の新設による増加のうち未組織労働者の組織化にともなう実質的新設の組合員数は26
万7千人で前年を10.7%下回っている。これに対して,事業所の休廃止などの理由による実質的解散の組合員数は前年
より20.8%増加して8万5千人となった( 第5-2表 )。

第5-2表 新設・解散別労働組合員数の推移

昭和37年 労働経済の分析



なお組合員数を組織形態別にみると,企業別組織が723万人で組合員総数の80.6%をしめて依然圧倒的に多く,産業別組
織は98万人,職業別組織は36万人,地域別組織は12万人に過ぎない。組合員数の動きをやや長期的にみると,増加率とし
ては37年には35年以降はじめて鈍化がみられたが,増加数としては過去の不況期に比べて格段に高く35年の水準をも
上回るものとなっている。このような増加は34年以来引き続いた雇用の増大に負うところが大きく,既設組合において
増加した組合員数は34年以降年々増大し,その増加組合員総数にしめる割合も高くなっている( 5-1図 )。
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5    労使関係
(2)    労働組合組織の動向
2)    産業別,規模別等の動き

産業大分類別に37年の単位労働組合員数を36年と比べると,鉱業で前年につづいて約3万人減少した以外
は,各産業とも増加をしめしている。特に製造業では前年とほぼ同数の34万9千人増と最も多く,増加した
組合員数の55.4%をしめており,運輸通信業(9万6千人増),公務(5万人増),卸売小売業(4万2千人増)などがこ
れについでいる。しかし,増加率では卸売小売業が前年のそれを4.5ポイント上回る18.2%で最も高く,つい
で製造業(12.1%),金融保険業(9.0%)の順となっている。また推定組織率についてみると,製造業,運輸通信
業および電気ガス水道業では前年につづいて着実に高まっているが,鉱業は前年より13.7ポイントと大幅
に低下し,また建設業でも労働者の組織化が雇用の伸びにともなわず組織率の低下がみられた( 第5-3表
)。

なお,製造業中分類産業について組合員数を前年と比べてみると増加数としては電気機器の7万3千人増を
はじめとして,機械(4万7千人増),輸送用機器(4万人増)などが大きく,依然として金属機械関連産業が増加
の中心をしめているが,増加率としてみると食料品等の消費財産業が著しい伸びをしめしている。

産業別の組合員数についてやや長期的な動きをみると,30年以降製造業が増加率,寄与率ともに著しい伸び
をしめしているが,このほか卸売小売業や金融保険業などの第3次産業でも伸びが著しく,とくに卸売小売
業の増加率は34年以降逐年大幅な上昇をつづけている。また,これを製造業中分類別にみると,金属機械工
業の寄与率は30年以降漸次高まっており37年には65.7%と最近では最も高い比率をしめしている。しか
し,景気調整の影響もあって増加率では前年に比べて若干の鈍化がみられた( 第5-4表 )。

第5-3表 産業別単位労働組合員数および推定組織率
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つぎに企業規模別の組合員数の動きを実質的新設組合の組合員数によってみると,500人未満の規模で16
万1千人,全体にしめる割合は前年を若干上回って68.3%となった。しかし,この規模のうち前年に比べて
増加したのは300～499人の規模のみで,300人未満の企業であらたに組織化された組合員数は前年より1万
2千人(8.5%減)減少している。37年における中小企業労働者の組織化は前年ほど活発ではなかったが,な
お中規模を中心としてかなりの進展をしめしているといえる( 第5-5表 )。

なお,男女別の組織状況をみると,男子は641万人,女子は237万人で前年に比べ男子は43万人(7.2%増),女子
は20万人(9.1%増)の増加となり組合員数にしめる女子の割合は前年に引き続いて高まった。

第5-4表 産業別単位労働組合員数の増加率と増加数に対する寄与率
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第5-5表 企業規模別実質的新設単位労働組合員数
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第2部    各 論
5    労使関係
(2)    労働組合組織の動向
3)    主要団体別の動き

組合員数を加盟主要団体別にみると,日本労働組合総評議会(総評)に加盟する組合員は約412万人,全日本
労働総同盟組合会論(同盟会議)に加盟する組合員が約120万人,全国産業別労働組合連合(新産別)に加盟す
る組合員が約5万7千人で,これら3組織に加盟する労働組合員は総組合員数の約6割をしめている。

それぞれの主要団体の動きをみると,まず総評は前年に比べ約15万人(3.9%)の増加となったが,これは日本
医療労働組合協議会(約5万2千人)の一括加盟(うち全日本国立医療労働組合の約2万6千人および全日本赤
十字労働組合連合会の約8千人は既加盟),全日本硝子製壜労働組合(約7千人)の新規加盟があったこと,およ
び全日本自治団体労働組合(約6万4千人増),全国金属労働組合(約2万2千人増),日本鉄鋼産業労働組合連合
会(約1万7千人増),日本私鉄労働組合総連合会(約1万5千人増),全国一般労働組合(約1万1千人増)などでか
なり組合員数の増加がみられたことによるものである。また,同盟会議は前年の全労の組合員数と比べる
と約9万5千人(8.6%)の増加となったが,これは改組にともなって全日本官公職労協議会(約3万9千人)が新
規加盟(うち全国特定局労働組合および国鉄職能別労働組合連合の約3万2千人は既加盟)したことおよび全
国金属産業労働組合同盟(約2万9千人増),全国繊維産業労働組合同盟(約2万1千人増),全日本自動車産業労
働組合連合会(約1万7千人増),全国化学労働組合同盟(約1万5千人増),全国交通運輸産業労働組合同盟(約1
万4千人増),全日本海員組合(約1万2千人増)で組合員数が増加したことによるものである,また新産別では
前年と比べて1万4千名の増加となった( 第5-6表 )。

第5-6表 主要団体別労働組合員数
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第2部    各 論
5    労使関係
(2)    労働組合組織の動向
4)    労働協約の締結状況

37年には労働協約の適用をうける組合数は24,303組合,組合員数は553万人で前年よりそれぞれ1,4471組
合および約43万人の増加となった。しかし,協約の締結率(労働協約適用組合数の締結可能組合数に対する
比率)は前年の63.0%から62.3%へ,また適用率(労働協約適用組合員数の締結可能組合員数に対する比率)
も同じく77.7%から77.3%へといずれもわずかながら低下をしあした。

これを産業別にみると,林業・狩猟業,運輸通信業,金融保険業および電気ガス水道業では締結率,適用率と
もに80%をこえてきわめて高くなっているが,建設業,農業およびサービス業では依然として低率にとど
まっている( 第5-7表 )。

第5-7表 産業別労働協約の適用をうける単位労働組合数および組合員数
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つぎに,組合員数規模別に協約の締結状況をみると,29人以下の規模で締結率,適用率ともに32.6%および
34.8%と最低をしめし,規模が大きくなるに従ってこの比率は漸次高まっていて規模1,000人以上では締結
率が82.0%,適用率が75.6%となり規模間の格差が大きいことをしめしている( 第5-8表 )。

また協約の内容を,(a)賃金に関する規定,(b)労使協議に関する規定,(c)議調整に関する規定の3つにわける
と,(a)(b)(c)を妻あわせ規定しているものが最も多く協約適用組合総数の73.6%をしめる15,715組合,協約
適用組合員総数の75.8%をしめる380万人となり,前年よりそれぞれ4割をこえる著増がみられた。一
方,(a)(b)(c)のいずれか一つの規定しか有しないものは極めて少ない。

第5-8表 組合員数規模別労働協約の適用をうける単一労働組合数および組合員
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なお,組合員数規模別に規定の種類別適用組合員数の割合をみると,(a)(b)(c)をあわせ規定するものの割合
は規模が大きくなるにしたがって高くなり,組合員数29人以下の規模では42.5%にすぎないのに対
し,5,000人以上の規模では82.4%をしめている。

一方,(a)(b)(c)のいずれか1つのみの規定しか有しないものは規模が小さくなるほど多くだつている( 第5-9
表 )。

第5-9表 組合員数規模および労働協約規定の種類別単一労働組合員数の構成比
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第2部    各 論
5    労使関係
(3)    労働争議の動向
1)    主要争議とその背景

37年の労働運動は,前年にもまして経済闘争を中心に展開され,とくに春季賃金闘争はその規模において好
況下の前年をも上回るものとなり,またその妥結額においても前年を下回ったものの過去の景気調整下に
はみられなかつた高額のものとなった。一方,技術革新やエネルギー革命,貿易自由化の進展などの条件の
もとで活発に行なわれていた「合理化反対斗争」も,景気調整という条件も加わってさらに活発化し,特に
合理化のきびしかった石炭産業における炭労の政策転換闘争,全炭鉱の石炭産業安定化闘争や金属鉱山に
おける鉱業政策確立闘争などは本年の注目すべき争議として各方面の関心を集めた。また賃金につぐ要
求としての労働時間短縮問題も引き続き活発にとりあげられ,なかでも海員組合ではほとんど組合の要求
がいれられ注目された。

年間を通じての主要な争議としては,例年どおり春季における賃上げをめぐる一連の争議,夏季および秋季
年末における一時金をめぐる一連の争議があはられるが,これとならんであるいはこれらの争議とからみ
合せて炭労の政策転換をめぐる争議などが行なわれた。しかし,下期に行なわれた一時金をめぐる争議は
景気調整の影響もあり規模や継続期間においても,争議行為に入ったものの割合などにおいても前年をか
なり下回り,その妥結額もほぼ前年なみにとどまった。これに対して炭労の政策転換をめぐる争議等はか
なり激しく行なわれ,海員組合の時間短縮をめぐる争議,長期にわたるストとロックアウトが行なわれつい
に年内に解決をみなかった新日本窒素水俣工場の安定賃金をめぐる争議などとともに注目された( 第5-2
図 )。

第5-2図 労働争議の月別発生状況
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春季賃金争議についてみると,大企業の分野では景気調整による影響などから,いわゆる「総尻込み」の状
況で,規模の割には激しさはなかった。しかし,反面既述の如くその件数では前年以主にふえ,また下期に
至って積極的要求の争議が全般的に減少した影響もあって,春季賃金争議の年間の争議にしめる比重は前
年よりさらに高まった。2～4月に賃金増額を要求して争議を行なったものの数を労働争議統計調査に
よってみると,総争議の件数にして746件,争議行為を伴う争議の件数にして643件と,いずれも前年より増
加し,その年間の総数にしめる割合もかなり増加している。また総参加人員および行為参加人員も実数で
は前年よりやや減少したものの年間の総数にしめる割合では前年よりさらに増加してそれぞれ38.3%およ
び51.9%となり,過半数をしめるに至っている。もっとも労働損失日数は実数,構成比とも前年より著しく
減少している。これを33年以降のやや長期についてみると,件数,参加人員については,ほゞ一貫してその割
合が増大してきている( 第5-10表 )。

第5-10表 春季賃金争議とその年間争議にしめる割合

また争議の行なわれた企業数についてみると37年は総数にして前年の5割増となり,その増加の度合は企
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業の規模が小さくなるほど大きくなっており,中小企業における賃上げ争議が前年にもまして活発に行な
われたことをしめしている(第5-11表)。また,年間における賃金増額要求争議総企業数に対する春季賃金
争議の総企業数の割合をみると,これまた前年より著しく増加しており,しかも中小企業の方が度合が著し
くなっている。これは,中小企業においても春季に一せいに賃上げを要求する傾向が強くなっていること
を示すものと思われる(第5-12表)。

第5-11表 春季賃金争議企業数の企業規模別構成比(発生)

第5-12表 企業規模別賃金争議企業数にしめる春季賃金争議企業数の割合
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第2部    各 論
5    労使関係
(3)    労働争議の動向
2)    労働争議の概況

既述の如く37年には,下期に至り争議がかなり著しい減少を示したため,年間を通じての争議は前年より減
少した。

37年における争議は総争議の件数にして2287件,その総参加人員は712万9千人でこれを前年と比べると件
数で196件(7.9%),人員で191万5千人(21.2%)の減少となり,ほぼ35年の水準となった。しかし,これを争議
行為を伴う争議のみについてみると,水準としてはさらに低いものとなる。すなわち,37年の争議行為を伴
う争議は1,696件,その行為参加人員は188万5千人で,これは件数では35年のそれをもやや下回り,人員では
32年以降最も少ないものとなる。長期的にみても行為参加人員は33年を頂点としてむしろ減少傾向にあ
り,35年以降は組合員数が大幅に増加しているにもかかわらず行為参加人員はほぼ一貫して減少している(
第5-13表 )。

つぎに争議行為を伴う争議を行為の形態別にみると,まず,同盟罷業は1,283件,行為参加人員で151万6千人,
労働損失日数で530万9千日で,いずれも前年よりかなり著しい減少を示している。これに対して工場閉鎖
は件数にして64件,行為参加人員にして1万6千人,労働損失日数にして47万7千日となり,前年よりかなり増
加している。また同盟怠業も件数にして805件,行為参加人員にして83万9千人となっており,これまた前年
よりやや増加している。工場閉鎖の増加は前述の新日本窒素水俣工場の争議で工場閉鎖が行なわれたこ
となどによるものである( 第5-14表 )。
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(3)    労働争議の動向
3)    産業別,規模別の動き

37年の争議を産業別,企業規模別にみると産業や規模によってかなり差異がある。

まず総争議の件数を産業別にみると,おゝむね各産業とも減少しているなかでも,金融保険業や卸売小売業
などではかえつて前年より増加し,また製造業のなかの食料品,木材・木製品,金属製品,機械などでも前年
より増加している。全体に占める割合では依然製造業と運輸通信業が圧倒的に多く,両者で70%以上をし
めしている。

このような傾向はこれを争議行為を伴う争議のみについてみてもほぼ同様である。争議行為を伴う争議
の行為参加人員についてみると,お又むね各産業とも減少しているなかで金融保険業,卸売小売業が同じく
増加しているが,それにもまして鉱業における行為参加人員の増加が著しく,政策転換闘争などがかなり激
しく行なわれたことを示している。行為参加人員では製造業についで鉱業,その次が運輸通信業となって
おり,これら3産業で全体の85%をしめている( 第5-15表 )。とくに労働損失日数では,鉱業のしめる割合は
さらに増大し,全体の約38%をしめており,また前記3産業で全体の90%以上となっている。

第5-13表 種類別労働争議の推移
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第5-14表 作業停止争議および同盟怠業の推移

第5-15表 産業大分類別行為参加人員および労働損失日数
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つぎに,企業規模別の争議発生状況をみると,中小企業における賃金争議の増加を反映して中小規模では増
大しているのに対し,大規模では逆に前年より減少している。まず総争議の発生企業数についてみると総
数では136企業(3.4%増)前年より増加して4,194企業となったが,ゝ,000人以上の規模では前年より減少し,
特に5,000人以上の規模では1割以上の減少をしめしている。

これに対して,1,000人未満の規模ではおゝむね前年より増加しており,特に29人以下の規模では前年より
165企業,3割以上の増加となっている。この結果,企業総数にしめる29人以下の企業の割合は大幅に増加し
て約16%となり,前年のそれと対照的な動きを示している。

これを争議行為を伴う争議のみについてみると,この傾向はさらに著しい。すなわち29人以下の規模は前
年に比べて53%の増加となり,企業総数にしめる割合も約5ポイントの増加を示している( 第5-16表 )。

第5-16表 企業規模別労働争議発生企業数の構成比
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(3)    労働争議の動向
4)    要求事項別の動き

37年に発生した争議を要求事項別にみると,景気調整下にもかかわらず賃金増額要求の争議が前年より増
加し,積極的要求の争議が総数にしめる割合は前年よりさらに増加した。一方,消極的要求も,解雇反対,被
解雇者の復職要求の争議が前年よりも増加したため,総数にしめる割合が増大し,同情ストや政治ストなど
のその他の争議のみが前年より著しい減少を示した。

まず総争議の件数を要求事項別にみると,賃金増額要求は前年のような大幅な増加はみられなかったもの
のなお22件増加して1,126件となり,要求事項総数にしめる割合も48.7%に増加した。これについで臨時給
与金要求が703件,総数にしめる割合で30.4%となっているが,これは件数にして109件,構成比にして1.2ポ
イントと前年よりかなり減少を示している。また解雇反対は前年より20件,1.3ポイント増加してそれぞれ
137件,5.9%となっている。

この結果積極的要求のしめる割合は85.8%となり,消極的要求のしめる割合は7.8%となった。一方,その他
の要求は前年より50件と著しい減少を示し,その構成比も前年の約半分の2.2%となった。

このような要求事項別の動きをやや長期的にみると,賃金増額要求のしめる割合は30年以降,ほぼ一貫して
増加しており37年には30年当時の約3倍となっている。また,33年の景気調整期にはこの割合が低下して
いるのに,37年には,中小企業における賃金増額要求が盛んであったことを反映し,前年より高まったことが
注目される。一方,解雇反対要求は,不況時には増加しつつも長期的には減少の傾向が明らかであり,また37
年は33年に比べてその増加の程度が著しく少ない。また臨時給与金要求は好況の初期にやや増加し,不況
時にやや減少を示しつつもその構成比はほぼ同一の水準を維持している。一方,その他の要求の争議は35
年を頂点として急速に減少している( 第5-19表 )。

なお,以上のような要求事項別の構成比およびその長期的傾向は,これを争議行為を伴う争議の件数でみて
も,また争議発生の企業数でみてもほぼ同様である。ただ,賃金増額要求の争議は連合して行なわれる場合
が多くまた争議行為を伴うものが多いのでこれを企業数でみると,37年には総争議で58.3%,争議行為を伴
う争議のみでみると62.16%をしめるに至っている。

第5-17表 主要要求事項別争議件数の推移
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(3)    労働争議の動向
5)    継続期間の動き

37年に解決した争議を継続期間別にみると,5日以下のもののしめる割合が前年より減少し,一方,31日以上のもののしめ
る割合は前年より増加していて争議の継続期間は長期化している。

まず総争議の解決件数を継続期間別にみると,5日以下のものが645件と前年より75件(10%減)減少し,一方,31日以上の
ものは510件と前年より18件(4%増)増加した。そのため,その総数にしめる構成比は5日以下が28.8%と前年よりさらに
減少し,31日以上が22.7%と前年よりさらに増加している。

このような継続期間別の動きは,これをやや長期的にみそも35年以降一貫して5日以下のもののしめる割合は減少し,こ
れに対して31日以上のものがしめる割合は増大しており,全体として長期化の動きがみられる。以上のような継続期間
別の構成比およびその長期的傾向は,これを争議行為を伴う争議の件数のみについても,また争議解決の企業数でみても
ほぼ同様であるが,総争議より争議行為を伴う争議の方がその傾向がより著しくなっている( 第5-18表 )。このように争
議の継続期間が長期化しているのは賃金増額要求の争議が中小企業を中心に増大し,しかもそれが長期化する一方,解雇
反対,事業所の休廃止反対等の争議も依然として長期のものが増大していることによるものと思われる( 第5-3図 )。こ
のことは,企業規模別にみた作業停止争議の継続期間の動きにもうかゞわれる( 第5-19表 )。

第5-18表 継続期間別労働争議解決企業数の構成比

第5-3図 要求事項別継続期間別争議件数構成比
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第5-19表 企業規模および作業停止日数別作業停止争議解決企業数
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